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A. 研究目的 

我が国では、がん対策推進基本計画等で、

がんと診断された時からの緩和ケアの実

施が勧められている。国際的なエビデンス

もこれを後押ししており、進行がん患者へ

の早期緩和ケアが、患者のQOLや満足度の

向上と医療資源活用の減少に寄与するこ

とがメタアナリシスで示された。

研究要旨 

がんと診断された後、早期からの緩和ケアの実施は2000年代初頭から世界保健機関

により推奨を受け、国際的なエビデンスに基づき、欧米における主要関連学会もこれ

を後押ししている。我が国でもがん対策基本法の施行以降、がん対策推進基本計画で

は「がんと診断された時からの緩和ケア」が重点的に取り込むべき課題として盛り込

まれている。しかしながら、その実態や現場レベルでの阻害・促進因子はこれまであ

まり調査されておらず、その評価指標は未だ確立していない。 

 本研究では、「がんと診断された時からの緩和ケア」の実態とその阻害/促進因

子の同定、そしてその評価指標の策定を行う。初年度の調査結果を受け、診断時から

の緩和ケアに関する評価指標の探索を目的に用いられた学術的文脈における「オンコ

ロジーと緩和ケアの連携」の国際評価指標で、現場で各因子が有効に機能しているか

まで測定することは困難と考えられた。そこで、患者の立場から診断時から経時的な

ニードの実態を時期別・がん種別に捉えなおし、患者が求める診断時からの緩和ケア

の在り方を検討し、その評価指標を探索することとした。 

 本年度は、①がん患者の診断期、治療期のニーズに関する調査、②「がんと診断さ

れた時からの緩和ケア」の阻害・促進因子に関する調査のとりまとめを行った。がん

患者は、早期がん・進行がん患者のいずれの時期においても、高頻度に解決されてい

ないニーズを有しており、それらの解決に向け、特に外来における多職種連携体制の

構築し、緩和ケアの提供体制を整備する施策が望まれる。 

また、本研究班としての提言書の策定を行った。提言書については、総合研究報告

書にて報告を行う。 
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(Gaertner, BMJ 2017) さらに、2017年に

米国臨床腫瘍学会から「オンコロジーと緩

和ケアの連携に関するガイドライン」が出

版され、「進行がん患者に対し、出来るだ

け早期に緩和ケアを提供すること」が強く

推奨されている。(Farrell, JCO 2017) 

しかし、我が国では診断時からの緩和ケ

アを実施する体制の整備は十分ではない

可能性がある。また、その実態や阻害・促

進因子に関する体系的な調査は未だ行わ

れていない。さらに、海外で行われている

診断時からの緩和ケア介入が、そのまま日

本のがん患者へ適用可能であるとは考え

にくく、日本の医療環境にはどのような診

断時からの緩和ケアプログラムが実施可

能で、どのように評価すればよいかも不明

である。 

そこで本研究では、「がんと診断された

時からの緩和ケア」の実態とその阻害/促進

因子の同定、そしてその評価指標の策定を

行うことを予定していた。初年度の調査結

果を受け、診断時からの緩和ケアに関する

評価指標の探索を目的に用いられた学術

的文脈における「オンコロジーと緩和ケア

の連携」の国際評価指標で、現場で各因子

が有効に機能しているかまで測定するこ

とは困難と考えられた。そこで、患者の立

場から診断時から経時的なニードの実態

を時期別・がん種別に捉えなおし、患者が

求める診断時からの緩和ケアの在り方を

検討し、その評価指標を探索することとし

た。 

本年度は、①がん患者の診断期、治療期のニ

ーズに関する調査、②「がんと診断された時か

らの緩和ケア」の阻害・促進因子に関する調査

のとりまとめを行い、本研究班としての提言書

の策定を行った。提言書については、総合研究

報告書にて報告を行う。 

 

B. 研究方法 

① 「がんと診断された時からの緩和ケア」

に対する考え方・態度の調査の質的解析（恒藤 

暁） 

 

1. 研究デザイン 

調査票を用いた郵送法による横断調査の質

的解析 

 

2. 調査対象 

調査対象は、昨年度報告の通りであり割愛す

る。 

 

3. 統計解析 

質的解析において、内容分析の手法を採用し

た。 

 

② がん患者の診断期、治療期のニーズに関す

る調査（森田 達也） 

 

1. 研究デザイン 

インターネットを介した横断的調査研究 

 

2. 調査対象 

株式会社 マクロミルに委託し、同社登録の

根治可能な早期がん（乳がん、胃・大腸がん、

肺がん）に罹患経験を有するモニター、根治不

能な進行再発がんに罹患したモニターを対象

とした。 

 

3. 調査票の作成 

ニードを測定する尺度として、Supportive 

Care Need Survey (SCNS) Problem and Needs in 

Palliative Care (PNPC)  Needs and 

Assessment  of Advanced Cancer Patients 

(NAACP)を参考にしつつ、複数の医療従事者に

ヒアリングを行い、ニーズ調査のアイテムプー

ルを作成した。 
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③ 「がんと診断された時からの緩和ケア」の

阻害・促進因子に関する調査（清水 千佳子） 

 

1. 研究デザイン 

調査票を用いた郵送法による横断調査 

 

2. 調査対象 

地域がん診療病院を含む拠点病院等437施設

で勤務する、乳がん治療医、消化器がん治療医、

肺がん治療医、緩和ケア担当医、がん看護責任

者を対象とした。 

 

3．調査票の作成 

調査票の構成としてⅠ 回答者背景、 Ⅱ 根治

可能な早期がん・根治不能な進行再発がん患者

の外来・入院診療における改善すべき点がある

か、 Ⅲ 外来・入院診療での担当看護師との連

携状況 Ⅳ サポート部門（緩和ケアチーム・外

来、がん相談の看護師など）との連携の状況や

考え方、その阻害・促進因子、 Ⅴ がん診療の

現場がどのように変わっていけばよいかに関

する意見 Ⅵ 「診断時からの緩和ケア」に関

する意見、上記構成とした。 

 

（倫理面への配慮） 

① 「がんと診断された時からの緩和ケア」

に対する考え方・態度の調査の質的解析 

③「がんと診断された時からの緩和ケア」の阻

害・促進因子に関する調査 

 

本調査研究は、医療従事者に任意の回答を求

める調査であり、人体から採取された試料等を

用いない。京都大学大学院医学研究科・医学部

及び医学部附属病院 医の倫理委員会より各種

研究倫理指針の対象外とする答申を受け、倫理

審査は省略した。調査対象者には、趣旨説明書

による調査協力の依頼を行い、返送をもって同

意取得とみなした。 

② がん患者の診断期、治療期のニーズに関す

る調査 

 

本調査研究は、聖隷三方原病院の倫理委員会に

より「人を対象とする医学系研究に関する倫理 

指針」に基づき審議に附され、承認を得た上で

実施された。 

 

C. 研究結果 

①「がんと診断された時からの緩和ケア」に対

する考え方・態度の調査の質的解析 

 

地域がん診療病院を含む拠点病院等437施設

で勤務する、乳がん治療医、消化器がん治療医、

肺がん治療医、緩和ケア担当医、がん看護責任

者を対象とした。それぞれ215名（49.2%）、202

名（46.2%）、200名（45.8%）、249名（57.0%）、

249名（57.0%）から回答を得た。そのうち、自

由記述への回答はそれぞれ、76名(23.2%)、62

名(18.9％)、61名(18.6%)、129名(39.3)であっ

た。 

がん治療医、緩和ケア医ともに、早期からの

緩和ケアの重要性とニーズを感じている一方

で、全員への早期からの専門的介入は不要・困

難 と考えていた医師が一定数いた。阻害因子

として、患者や治療医の緩和ケアに関する知

識・理解不足、緩和ケア医の抗がん治療や治療

期患者への関心・理解不足、医療資源不足・偏

在、多職種連携の困難さ、緩和ケアの名称のイ

メージの悪さが挙げられていた。対策や促進因

子として、緩和ケアに関わる医療者の増員、 

多職種連携構築、介入対象者を同定する評価と

体制の構築、医療者教育、社会啓発、患者教育 

 などが挙げられていた。 

 

②がん患者の診断期、治療期のニーズに関する

調査 

 

早期がん（乳がん、胃・大腸がん、肺がん）
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に罹患経験を有するモニター208名（診断期120

名、治療期88名）、根治不能な進行再発がんに

罹患したモニター206名（診断期63名、治療期

143名）から回答を得た。根治がん・診断時に

は、不安(56%)、がんが広がる恐れ(51%)、気分

の落ち込み(43%)などの精神的なつらさ、検査

についての説明(41%)、治療の効果と副作用の

説明(40%)などの治療に関するアンメットニー

ドがあった。根治がん・治療中には精神的なつ

らさに加えて倦怠感(41%)、痛み(40%)などの身

体症状、費用に関する説明(44%)があった。進

行がん・診断時も同様に精神的つらさ、治療に

関することが多かったが、信頼できる情報を判

断する(51%)、難しい決定のサポート(51%)、相

談窓口(44%)に関する問題も多かった。進行が

ん・治療中は精神的なつらさと身体症状の頻度

が高かった。 

 

③「がんと診断された時からの緩和ケア」の阻

害・促進因子に関する調査 

 

地域がん診療病院を含む拠点病院等437施設

で勤務する、乳がん治療医、消化器がん治療医、

肺がん治療医、緩和ケア担当医、がん看護責任

者を対象とした。それぞれ215名（49.2%）、202

名（46.2%）、200名（45.8%）、249名（57.0%）、

249名（57.0%）から回答を得た。 

外来・入院診療における改善すべき点につい

ての設問では、身体症状・有害事象・精神症状・

社会的問題・病状理解・アドバンスケアプラン

ニング・家族ケア、いずれの項目でも、外来の

方が改善すべき点が多いと回答され、がん治療

医・看護師、早期がん患者の診療・進行がん患

者の診療、いずれでも同様の結果であった。 

外来・入院診療における医師・看護師の連携

状況についての設問では、身体症状・有害事

象・精神症状・社会的問題・病状理解・アドバ

ンスケアプランニング・家族ケア・面談時の同

席、いずれの項目でも、外来の方が連携がうま

くいっていないと回答され、がん治療医・看護

師、早期がん患者の診療・進行がん患者の診療、

いずれでも同様の結果であった。 

求められる方策についての設問では、病状説

明の際の看護師の同席や、医師以外の職種の継

続的な対応など、多職種連携を促進する方策が

上位であった。苦痛のスクリーニングの徹底に

関しては、比較的下位であった 

 

D. 考察 

 がん患者対象の調査では、がん診断時には、

今後の治療に関する心配や意思決定の支援、治

療中は身体症状のサポート等が必要であり、そ

れらのサポートニーズは頻度が高く、項目によ

っては5割以上の割合で解決されていないこと

が明らかになった。 

 また、医療者対象調査では、苦痛への対応や、

医師・看護師の連携状況は、入院と比較して外

来において問題点が多い傾向にあった。入院と

比較して、外来では医療資源や時間的余裕が限

られていることが原因と考えられ、診療報酬上

の手当てなど外来におけるがん患者へのケア

の提供体制の検討が必要と考えられた。 

 

E. 結論 

がん患者は、早期がん・進行がん患者のいず

れの時期においても、高頻度に解決されていな

いニーズを有しており、それらの解決に向け、

特に外来における多職種連携体制の構築し、緩

和ケアの提供体制を整備する施策が望まれる。 
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なし 
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